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　北広島市及び東広島市の小中学生

都市間の交流
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　こども大使と称した両市の小中学生が相互訪問を始めとした交流により友好親
善を深め、その成果を他の児童・生徒に還流することで、相互理解と連携意識の
醸成や、ふるさと意識の高揚を図ることを目的とする。
　また、広島市原爆死没者慰霊式並びに平和祈念式（平和記念式典）への参列を
通じ、児童・生徒・市民に平和を尊ぶ心が浸透していくことを目指している。

　小学生10名と引率4名を3泊4日で派遣し、姉妹校の訪問、東広島市表敬訪問、平和記念式
典への参列、広島市及び宮島の見学を通じた文化・歴史の学習を行う。また、東広島市か
ら18名のこども大使を受け入れ、北広島市の交流校訪問、旧島松駅逓所の見学等を行う。
　事業の実施にあたっては、北広島市教育研究会の交流事業委員会と連携を取りながら進
めていく。

　昭和６１年度から、毎年小学校または中学校（平成１９年度は中学校）のこど
も大使の派遣と受入れを行い、学校ごとに姉妹校交流を行っている。
　また、当市のこども大使は広島市の原爆死没者慰霊式並びに平和祈念式（平和
記念式典）に参列し、全児童・生徒が折った折り鶴を献納している。
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今後の方向性

　 内部評価委員会
   の総合判定

　東広島市との姉妹都市交流の中心をなす事業で
あり、こども大使の相互訪問により両市の友好親
善を深めるとともに、その成果を他の児童・生徒
に還流することで、相互理解と連携意識の醸成や
ふるさと意識の高揚を図るためには重要であると
考える。
　より良い交流を行うためにも、東広島市教育委
員会や北広島市教育研究会の交流事業委員会、秘
書課等の関係部署とも連携し、事業を継続する。

　１次評価のとおり。

□休・廃止
□終了

□統合
□休・廃止
□終了

□拡大重点化

　　□有　　　　■無

【１次評価】

□拡大重点化
■現状継続

　 事務事業担当
　 部局の総合判定

　経費のほとんどが訪問旅費、記念品、千羽鶴作
成の消耗品、各種施設の入場料であり、適切に実
施している。

・受益者負担は適正か。
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏っ
　ていないか。

　学校教育の一環として実施しており妥当であ
る。

評点区分 　　４　適切　　　　３　概ね適切　　　　２　改善の余地がある　　　　１　不適切

4

 法律で実施が義務付けられている事務事業か

4

・投入した予算や人員に見合った効果が得られてい
　るか。（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか。
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

4
効
率
性

・市民や社会の要求に合致しているか。
・上位施策を達成するために必要な事務事業か。
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か。
　（公共性・公益性の度合）

公
平
性

有
効
性

外部評価
委員会の
総合判定

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。
民間活力の活用性評価
（事業担当部局が評価）

□統合

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

４　総合判定と今後の方向性（アクション）

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

□見直し

前年度の
２次評価

判　　定

現状継続

今後の方向性

　１次評価のとおり。
　（友好親善を深めることによる両市の相互理解と連携意識の向上、広島市原爆死没
者慰霊式や平和記念式典に参列することにより、平和を尊ぶ心を児童生徒を始め広く
市民に浸透させるためには重要な事業であり、北広島市教育研究会の交流事業委員会
と連携し、交流内容の充実を図り事業を継続する。）

[※参考]

今後の方向性（課題と解決方法等）

■現状継続
□見直し

今後の方向性

【外部評価】

【２次評価】

選択理由、説明等
評
点

チェック項目

整理番号 40-1

　姉妹都市の歴史、文化を学び、また、平和の大
切さを学ぶことは、市民、社会の要求するところ
であり、教育の充実のためには重要な事業である
ことから、行政が関与、負担する以外に手段はな
い。

　各校での報告会の開催や報告集の作成により、
成果を校内外に発表し、一定の目標は達成してい
る。

4

妥
当
性

□休・廃止
□終了

３　評　価　（チェック）

□拡大重点化
□現状継続
□見直し
□統合

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か。
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か。
　（手段有効度合）


